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（目 的） 

第１条 この要綱は、区内に発生した災害により死亡した区民の遺族等に対する

災害弔慰金の支給および災害により被害を受けた世帯に対する応急援護のため

の災害見舞金の支給を行い、もって区民の福祉を図ることを目的とする。 

（定 義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

⑴ 災害 災害救助法の適用に至らない小規模な風水害または火災などにより

被害が生じることをいう。 

⑵ 区民 災害により被害を受けた当時、品川区の区域内に住所を有した者をい

う。 

⑶ 住宅 現実に住宅のために使用している建物をいう。ただし、社会通念上非

住宅であっても、常時、人が居住している場合には当該部分は住宅とする。 

⑷ 全焼・全壊・全流失 住宅の焼失・損壊もしくは流失した部分の床面積がそ

の住宅の延床面積の 70％以上のもの、または住宅の被害額がその住宅の時価

の 50％以上に達したもの。 

⑸ 半焼・半壊・半流失 住宅の焼失・損壊もしくは流失した部分の床面積がそ

の住宅の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、または住宅の被害額がその住



宅の時価の 20％以上 50％未満に達したもの。 

⑹ 床上浸水 住宅の床（畳等が敷かれた起居に必要な床）面に達した場合、お

よび全壊、半壊に該当しないが、土砂竹木等のたい積等により一時的に居住す

ることができないものをいう。 

⑺ 床下浸水 住宅の床（畳等が敷かれた起居に必要な床）面に達しない場合を

いう。 

⑻ 事業所等浸水 店舗、事務所、工場等でおおむね床面が浸水し、かつ、商品

や業務に係わる設備に被害が生じた場合をいう。ただし、駐車場は除く。 

⑼ 冠水 消火活動による水の被害により一時的に居住することができなくな

った状態をいう。 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 区長は、区民が第２条に規定する災害により死亡したときは、その者の遺

族および実際に葬祭を行った者に対して、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、品川区災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９

年７月品川区条例第３６号。以下「条例」という。）に基づく災害弔慰金の支給

を受けた遺族に対しては支給しない。 

（災害弔慰金を支給する遺族等） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、条例に準ずる。 

２ 前項の遺族がいない場合は、実際に葬祭を行った者とする。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害弔慰金の額は、災害により死亡した者一人当たり５万円とする。 

（災害見舞金の支給） 

第６条 区長は、区民が第２条に規定する災害により被害を受けた世帯主に対し

て被害の種類および世帯の区分に応じて災害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害見舞金の額） 

第７条 災害見舞金の額は別表第１に掲げる金額とする。ただし、被害の種類およ

び程度により区長が特に必要と認めた場合は、災害見舞金の額を変更すること

ができる。 

（支給制限） 

第８条 故意の行為（放火等）による場合には支給しない。 

（宿泊施設の確保） 

第９条 区は、区民が災害により自宅に居住することができず、身寄りがない場合、

宿泊施設の確保に努める。 

（宿泊見舞金の支給） 

第１０条 区長は、区民が災害により自宅に居住することができず、身寄りがない場

合（身寄りが遠方に在住しており、事実上身を寄せる先がない場合等を含む。）で

あって、宿泊施設に宿泊するときは、当該宿泊に要する別表第２に定める費用に相



当する額の見舞金（以下「宿泊見舞金」という。）を別表第１に定める見舞金に追

加して支給するものとする。 

２ 宿泊見舞金の額は、１泊当たり１万円を上限とする。 

（宿泊見舞金の支給方法） 

第１１条 区長は、り災した区民（前条第１項に該当する区民に限る。以下「宿泊対

象者」という。）が宿泊施設に宿泊した場合にあっては、宿泊に要した費用の額の

確認後、当該宿泊対象者に対し、速やかに宿泊見舞金を支給するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、第９条により確保した施設を宿泊対象者に紹

介を行った場合であって、これに宿泊対象者が宿泊するときは、宿泊対象者から第

１号様式による合意書を受領したうえで、宿泊見舞金を当該施設の運営事業者に対

し支払うことができる。この場合において、当該施設の運営事業者は、第２号様式

および第３号様式により、区長に宿泊に関する報告および見舞金の請求を行わなく

てはならない。 

（宿泊見舞金の返還） 

第１２条 区長は、区民または宿泊施設の運営事業者が偽りその他不正な手段により

宿泊見舞金の支給を受けた場合は、全部または一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めのない事項については、別に防災まちづくり部長が定

める。 

   付 則 

 この要綱は、昭和５７年９月１２日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、昭和６３年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成元年８月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 



付 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

付 則 

 この要綱は、令和５年７月１日から適用する。 

  



別表第１ 

  支給基準表 

被害の種類 被災程度 見舞金 

住宅の焼失 
住宅が全焼・半焼・冠水したもの 
（修繕しないと居住できないもの） 

 
単身世身 

  ２０，０００円 
 

普通世帯 
  ３０，０００円 

但し、２人を超える世帯の
場合は１人当たり１万円を
追加支給する。 

住宅の損壊等 
住宅が全壊・半壊・流失したもの 
（修繕しないと居住できないもの） 

全 

壊 

 
普通世帯 

  ６０，０００円 
 

 
単身世帯 

  ５０，０００円 
 

半 

壊 

 
普通世帯 

  ５０，０００円 
 
 
単身世帯 

  ４０，０００円 
 

床上浸水 住宅の居住部分の床上以上に浸水したもの 

 
普通世帯 

  ４０，０００円 
 

 
単身世帯 

  ３０，０００円 
 

床下浸水等 

住宅の居住部分の床下に浸水したもの 
 

区長が災害見舞金の支給を特に必要とする
程度の住宅の被害があったと認めるもの 

１世帯につき 
  １０，０００円 

事業所等浸水 
店舗・事務所、工場等でおおむね床面が浸水し、
かつ商品や業務に係わる設備に被害が生じた
もの 

１事業所につき 
  １０，０００円 

備考 １．上記表中の普通世帯とは２人以上居住している世帯をいう。 

   ２．同一建物で住宅部分と事業所部分の両方に浸水し、被害があった場 

合、同一人に対して見舞金を重複して支給しない。また、同一建物で上

記表中に複数該当する場合は、最も見舞金額の高い区分のみを支給する。 

   ３．冠水等被害の算定が困難なものにあたっては実情を勘案して判断する。 



別表第２ 

宿泊見舞金支給基準表 

支給対象宿泊

日数（上限） 

り災した日から品川区役所の翌々開庁日までの２泊（この間に

土日祝日および１２月２９日から翌年１月３日までの間の平日

が含まれる場合には、当該日数に２を加えた宿泊日数とする。） 

支給対象費用 １ 宿泊料金（有料サービスの費用を除く。） 

２ 宿泊施設の提供する食事（１泊につき１食まで） 

支給額（上限） １人あたり１泊１０，０００円 

 


